
章

指標名

３　事務事業の実施状況と成果

内線 5638

平成 27

堀兼学校給食センター更新事業
1111

今後の
方向性

目

項

堀兼学校給食センター更新事業

各年度における更新に
必要となる事業件数

施設・設備の整備や運営に民間活力の導入を検討しており、衛生基準の達
成やコストの削減が期待できる。

・活動目標の達成度
・成果の向上
・上位施策への貢献度
・市民サービスの向上
など

節

２３年度

＜５段階評価＞　　　５：極めて高い　４：高い　３：普通　２：低い　１：かなり低い
2

- 2953

堀兼学校給食センターを最新の衛生管理基準に適合し、必要な給食数をむりなく供給できる新学校給食セン
ターに更新することにより、ＰＦＩ事業により更新された入間川学校給食センター、柏原学校給食センターと新セ
ンターによる今後の狭山市の学校給食の供給体制が確定することになる。
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2

2

堀兼学校給食センター

学校給食法

実施計画
(H22～24)
事業名

平成 22

5 人を育み文化を創造するまちをめざして

年度

教育委員会　生涯学習部　教育総務課担当部課

電話番号 -

～ 年度

２２年度

稼働開始年度を
１００％とした各年
度の目標達成割
合

5
６　その他（学識経験者の意見等）

18

必要な事業である。

事業期間６年間のうち事
業開始年度１０％とし、
後５年間を１８％の均等
の達成割合とした。

10

人件費（従事職員数×平均給与）

目標値

実績値
％

※
１単位当た
りの経費

0

8,991

達成率

実績値

達成率

予算額

区分

直
接
費

決算額

財源
内訳

国県支出金

一般財源

その他特定財源

単位

0

２１年度２０年度 ２２年度

千円 0

0

２３年度

１　事務事業の基本事項

平成２３年度教育委員会事務点検評価（平成２２年度実施事務事業）評価表

４　事業費整理番号 27

3,000

1.00

8,991

実施期間

総合振興
計画に
おける
位置づけ

教育環境の充実

次世代教育の充実

千円

千円個別計画等
の名称

千円

千円

人教育施設の充実

0事業費計（直接費決算額＋人件費）

0

経
費

人件費

04

従事職員数

事業区分

実施根拠

0

0千円

千円

事業開始
の背景等

堀兼学校給食センターは、昭和５３年１月に運用を開始して以来、平成２３年現在で３３年が経過し、施設・設
備の老朽化が進んでおり、現在の学校給食衛生管理基準にも十分に対応し得ないなかでは、更新の時期を
迎えている。

活動内容

（下段）前年度
の方向性に対
する改善活動

実施形態

達成率

目標値

環境配慮
新学校給食センターの使用熱源や残飯処理のあり方などの選択に環境保全への貢献を重要な指針として
いく。

４

５

-

堀兼学校給食センターは小学校５校、中学校５校を担当し、約４，６００食を
提供している。施設・設備の老朽化が進行するなか、調理現場での創意・
工夫によって、事故なく稼働しているが、最新の衛生基準にもとづく施設・設
備の更新が急がれている。

前年度

前年度
堀兼学校給食センターの更新により、全ての児童・生徒に最新の衛生基準
にもとづく給食が提供できる。

評価

( )

個
別
評
価

必
要
性

効
率
性

指標名

単位コスト

効率性
指標

堀兼学校給食センターの老朽化に対応して、施設の更新を計画的に推進し、安全でおいしい給食の提供を
図る。

目標値の根拠・考え方

２　事務事業の目的・内容

堀兼学校給食センターの現状を分析するとともに、将来の必要食数の推計などを実施し、更新に向けた基本
計画等を策定して、計画的な推進を図る。

・手段の最適性
・コスト効率の向上
・受益者負担の適正化
・執行体制の効率化
など

対象

必要事業件数

２０年度

1

50.0%

２１年度

件
目標値

実績値

実績値

区分 単位

達成率

50.0%

-

0.5

・目的の妥当性
・市民ニーズへの対応
・市が関与する必要性
・市が負担する必要性
など

前年度

事務事業
の名称

５　事務事業の評価

有
効
性

項目

５

評価理由

-

◆第一次評価　（担当課による評価）

評価の視点

（前年度方向性評価）

目的

（
成
果
指
標

）

成
果

区分

(

活
動
指
標

）

実
施
状
況

目標値

直営 全部委託 一部委託 補助・負担 その他

継続 内容の見直し 抜本的見直し 廃止 休止 完了

指定管理

自治事務 法定受託事務 法定受託事務＋自治事務


